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都市鉄道利用者の年齢階層別経路選択特性の時系列分析
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The decrease in population and the aging has the impact on the urban travel demand such as commuting 

trip. In our country, the impact for this several years is serious because the baby-boom generation attains 

the time of compulsory retirement. Therefore it is important that the future transportation policies take the 

change of their activities and the characteristics of travel behavior into consideration. The study conducts 

the time-series analysis applying Transportation Census from 1990 to 2005 to grasp the each age group 

route choice characteristics of railway passengers. 
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,.はじめに

我が国の総人口は 2005年より減少に転じている．そ

して，この人口減少と同時に起こっている年齢構成比率

の急速な変化が問題視されている． 65歳未満の人口が

年々減少し，その逆に 65歳以上の人口が増加していく

といった少子高齢化現象が発生しており， 2005年におい

て約 20％であった高齢化率は， 2015年には約 27%,

2025年には約 31%,そして 2035年には約 34％となり，

3人に 1人は 65歳以上となることが予測されている 1).

このような人口減少や年齢構成比率の変化は，今後の都

市交通需要に大きな影響を及ぼすと考えられる通勤・

通学時間帯における鉄道需要の減少や，高齢者ドライバ

ーの増加等がその例として挙げられよう特に， 2007

年からは団塊世代が順次定年退職を迎え，大きな変化が

起こると予想される．約 340万人（男性 250万人，女

性約 90万人）の団塊世代の就業者が， 2010年までに

60歳を迎え，定年退職をすることを考えると，仮に定年

延長や再雇用の措置が執られるようになり緩やかな変化

になったとしても，都市交通には多大な影響を与えるこ

とは容易に想像がつく．

一方，これまでの都市交通施策は，増大する交通需要

に対応するため，鉄道新線の建設や道路の新設等，供給

量の増大に重点を置いて進められてきた通勤・通学時

の鉄道においては，鉄道新線の建設，複線化・複々線化

工事等混雑緩和に向けた取り組みが積極的に行われ，高

密な鉄道ネットワークが形成された． 2000年の交通バリ

アフリー法， 2006年のバリアフリー新法の施行により，

高齢者等の移動制約者に配慮したバリアフリー施設の整

備が進められるようになり，量的な交通サービスの向上

から，質的な向上へと都市交通施策は徐々に軸足を変え

つつある

しかしながら，交通サービスの質的向上を検討する上

で，高齢者の身体能力の低下にのみに焦点が当てられ，

交通行動特性に配慮した検討が殆ど見られないのが現状

である特にこれからの高齢者である団塊世代は，モー

タリゼーションの影響を強く受けた世代であり，また経

済的に非常に豊かな世代であることを踏まえると，これ

までの高齢者とは交通行動特性が異なると考えられる．

より高質な交通サービスを提供していくためには，これ

からの高齢者である団塊世代の交通サービスに対するニ

ーズを捉え，それに対応した施策を検討することが必要

である．

本研究は，このような問題意識から，年齢階層別の交

通行動の特性を時系列で分析することにより，都市交通

サービスに対するニーズの変化を捉えることを試みるも

のである．すなわち，「10年前の 60歳」，「今の 60歳」，

間帯に混雑率が 200％を超える状況にあった東京都市圏 「10年後の 60歳」といった「時代」，「年代」，「世代」
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の視点を取り入れた交通行動分析から，今後の交通サー

ビスのあり方を検討するものである．分析に当たっては，

実行動データとあわせて年齢階層等の属性データが取得

されており，かつ時系列で取得可能な大都市交通センサ

スの個票データ (1990年， 1995年， 2000年， 2005年）

を用いるこのデータより年齢階層別の鉄道経路選択特

性を時系列で比較することで，「時代」，「年代」，「世代」

の特性を捉えることを試みる．なお，本稿では，まず高

齢者の増加と都市交通問題に焦点を当てた既往研究につ

いて整理し，次に分析に使用する大都市交通センサスの

概要について述べ，その後に分析方法について詳述する．

これらを通して，本研究の視点，分析方法を明示するこ

ととする．

2 既往研究の整理と本研究の位置づけ

高齢者の増加と都市交通問題に焦点を当てた交通計画

に関する既往研究は，バリアフリーやユニバーサルデザ

インに関連する研究 2~8)と，交通需要の変化に着目した

研究 9~15)とに大別される

バリアフリーやユニバーサルデザインに関連する研究

として，清水 2)は，高齢者 ・障害者交通研究の視点を列

挙した上でわが国の現状について整理しているまた，

川上ら 3)' 木村ら 4)' 川上ら 5), 木村らf.)'金ら 7)'

高宮町ま，交通弱者による交通機関や交通関連施設の利

用実態を調査し，サービスの評価方法や施設計画におい

て必要となる視点を明らかにしている． 2006年に施行さ

れたバリアフリー新法では，旅客施設・車両，道路，駐

車場，都市公園，建築物の施設管理に対し，移動等円滑

化基準への適合が義務付けられたが，上記のような一つ

一つの研究成果が法制度の整備に大きく貢献したと言え

よう．

一方，交通需要の変化に着目した研究として円山ら 9)

は，少子高齢化と人口減少が都市モノレールの将来需要

に与える影響を試算することを目的に，沿線地域の将来

人口を年齢階層別に町丁目単位で推計する手法ならびに

機関分担と経路配分の同時推定モデルを構築している．

石田ら 10)は，少子高齢化や核家族化等の世帯形態の変

化と自動車保有台数およびトリップ発生との関係性につ

いて分析を行なっている．森山ら 11)は，人口が低密度

である中山間地域における高齢者対応型公共交通の運用

計画に適用することを目的に，公共交通を利用するか否

かという離散的な選択と，利用するならば一定期間内に

何回利用するかという連続的な選択の同時決定に関する

需要推計モデルを構築している．山田ら 12)は，東京都

市圏を対象にパーソントリップ調査データを用いて，

性・年齢階層別のトリップ発生原単位や交通手段分担率

等の時系列分析を行なっている． Alsnihet al 13)は，既

往の研究や調査データをもとに，前期裔齢者 (65~74

歳）と後期高齢者 (75歳以上）の移動に対するニーズや

行動パターンの差異について考察している． Changet 

al 14)は台湾における高齢者の交通機関選択要因につい

て分析を行なっているまた， Hibinoet al 15>, 日比野

16)は，本稿の先行研究として東京都市圏を対象として高

齢者の交通行動を踏まえた交通需要分析を試みている．

これまでの既往研究を概観すると，現在の高齢者の行

動実態を調査し，そこから行動特性を捉えようとするも

のが殆どであり，時系列的な視点から「時代」，「年代」，

「世代」の特性を明らかにしようとする研究は皆無であ

ると言える他方で筆者は，団塊世代の活動の変化に着

目した研究を，国内観光行動を対象として行ってきた

具体的には， 1970年， 1980年， 1990年， 2000年の年

齢階層別の国内宿泊観光行動データを用いた時系列分析

を行ない，旅行回数や旅行費用等が「時代」，「年代」，「世

代」のどの影響を強く受けているのかを明らかに してい

る 17). また，さらに分析を進め，これらの影響を定量的

に計測するためにコーホート分析を適用することを試

み，団塊世代の特徴を明らかにし，今後の観光動向を分

析している 18). 本研究は，これまで観光行動で行ってき

た分析の視点を都市交通行動に取り入れ，これからの高

齢者の交通行動特性を捉えることで，今後の都市交通施

策を検討する上での知見を与える研究である．上述のと

おり1J本の高齢化率の変化の速度は大変速いものであ

る．欧米諸国と比較しても急速に高齢化している．それ

ゆえに，短期間における高齢化対策に関する研究は他に

例を見ず，先進的なものになると考えるまた，東アジ

ア諸国の高齢化の速度が日本以上に速いことから， 本研

究は，ソウル，北京，バンコクといった東アジア諸国の

都市圏にも適用可能な先行事例的な価値を有するものと

位置づけられる．

3 分析データの概要

大都市交通センサスは， 5年に 1度実施されており，

最新調査年は 2005年である． 2000年調査までは，通勤

定期購入者に調査票を配布し，出発地，到着地，利用路

線，乗車駅，乗換駅最終降車駅等の利用経路や年齢階

層等の利用者属性の取得を行なってきたが，通勤定期利

用率の低下等を理由に， 2005年調査からは，利用券種に

関係なく調査票を配布し，上述の利用者情報に加え移動

目的を取得するようになった．

各年の調査において年齢および利用経路が正確に把握

できるサンプル数は表ー1のとおりである．サンプルの年

齢構成比率の時系列推移を見ると， 20歳代の構成比率が

年々低下している一方， 40歳代， 50歳代， 60歳代の構

成比率が高くなっていることが特徴として挙げられる．

また， 70歳以上はどの年も 1％前後であり ，構成比率は

非常に低いなお， 2000年調査において一部年齢層区分

が他の年次調査と異なっているが，その他の年齢層につ

いては同一区分でデータ取得が行なわれている．
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表ー1 大都市交通センサスにおける年齢階層別通勤サンプル数
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4. 分析方法

4. 1 分析フロ一

年齢階層別にデータが整備されている 1990年以降の

大都市交通センサスの個票データを用いて鉄道経路選択

分析を行う．具体的には，各年齢階層 X4時点 (1990年，

1995年， 2000年， 200・5年）における所要時間，乗換え

回数等の基本情報を確認し，それを踏まえて鉄道経路選

択行動モデルを構築するさらに，そのパラメータ推定

結果に対してコーホート分析を適用することにより，例

えば，時間評価値が，時代変化とともに，また，加齢と

ともにどのように変化してきたのかを明らかにする．ま

た，本研究で特に着目している団塊世代の鉄道経路選択

に関する特徴を明らかにし，今後起こり得る交通行動を

定量的に示すことを試みる．分析フローを図ー1に示す．

4.2基本情報の確認

表ー2に平均所要時間の，表ー3に平均乗換え回数の年

齢階層別の時系列変化を示す．表ー2より，ばらつきはあ

るものの，所要時間に関しては，加齢とともに増加して

いく傾向であることが見て取れるまた，表ー3より，乗

換え回数は，年齢階層による差は殆どなく，時代ととも

に回数が増加していることが見て取れる． どちらの結果

からも時代，年代によって差は見られるものの，これら

の基本情報においては分散も小さく，これらだけからで

は，時代，年代による変化は見出し難いと考える

4.3今後の分析

今後の分析として，鉄道経路選択モデルの構築を行う．

鉄道経路選択行動の時代，年代による差，世代の特徴に

焦点を当てることから，分析に用いるデータは，同一〇

Dに対し複数の利用経路が存在し，かつそのODを有す

る個票データが全ての時代，年代で完全に揃うことが望

ましいしかしながら，センサスデータを集計したとこ

ろ，そのようなODデータを揃えることができないこと

大都市交通センサス個票データ 鉄道経路LOSデータ

年齢階層別鉄道経蒻選択モデル(19901995,2000.2OO5)の欄簗

exp(t] P; ；選択確北

E了石f;‘!t)」 t；さこa:•‘ 上^ ＋ E [＇t `疇

鉄道経蒻選択モデルの襦定
結果を用いたコーホート分析

+t‘19二圧 ＋凡＋ μと＋ik ＋窃

I.u/ "":むりり2、“:=(l 

塁
時代の屁響．年代の影響
営代の待鑽

表ー 2

表ー 3

図ー1 分析フロー

年齢階層別平均所要時間の時系列変化（分）

年齢階層別平均乗換え回数の時系列変化（回）

が判明したため，次のような方針でデータの抽出を行な

う．なお，通勤目的のデータであることから表ー1に示す

ように 70歳以上の個票データが非常に少なくなってい
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るため，本研究では 70歳以上を対象外とする 参考文献

モデル構築に用いる個票データの具体的な抽出方法

は，まず，① 2005年調査における 65-69歳の個票デー

タから，同一乗車駅・降車駅で複数の利用経路が存在す

るデータを抽出する．次に，②抽出された乗車駅・降車

駅について，他の年齢階層，他の年次のセンサスデータ

を検索し，同じ乗車駅・降車駅である個栗データが存在

する場合は，そのデータを抽出する以上のデータ抽出

から，③多くの年次，年齢層で重複している ODを特定

し，そのODを有する個栗データを用いることで， OD

の違いによる行動特性の違いをなるべく排除できるよう

にする．

分析データの抽出後，それらの利用経路に対し，サー

ビス水準情報を付加するためにネットワークデータの整

備を行なう．サービス水準として，乗車時間乗換待ち

時間（乗換え時間＋待ち時間），費用，乗換え回数，混雑

率指標を検討するそのため，これらの情報を有するネ

ットワークデータを全ての年次について整備するなお，

適用するモデルは，操作性の良さを優先し， MNLモデ

ルを考えているが，経路重複を考慮しなくてはパラメー

タが安定しないようならば，非 IIA型モデルヘの変更を

検討する

5 おわりに

本研究は，これまで筆者が観光行動を対象として取り

組んできた 「時代」，「年代」， 「世代」に焦点を当てた分

析手法を都市交通問題に取り入れることで，団塊世代が

定年退職を迎えたこれから数年間に生じる都市交通需要

の変化を捉えようと試みるものである．具体的な分析は，

実行動データとともに年齢等の属性データが取得されて

おり，かつ時系列で入手可能な大都市交通センサスの個

票データを用い，通勤交通行動を対象として行っている．

本稿では，研究全体の視点，位置づけ，方法等を示し

た上で，平均所要時間，平均乗換え回数といった基本情

報の年齢階層別の時系列変化を明らかにした．そして，

それらを踏まえ，鉄道経路選択モデルの構築に向けた分

析方法について言及している

最後に， このように詳細な交通行動データを長年にわ

たり蓄積 してきたから こそ，本研究で行なうよう な時系

列分析が可能であり ，今後ともこのような調査は継続的

に実施されるべきであると考える．また，大都市交通セ

ンサスにおいては， 2005年調査より，私事 目的について

のトリ ップデータを取得するようになっている．継続し

てこれらのデータを取得してい くと ともに，幅広い年齢

階層のデータが取得できるよ う調査方法等を工夫してい

く必要がある．

なお，本研究は，文部科学省科学研究費補助金若手

研究(B)(20760342)による助成を受けて実施したもの

である．

l)国立社会保障・人口問題研究所ホームページ，

http://www.ipss.go.jp/ 

2)清水浩志郎：高齢者・障害者交通研究の意義と今後の展
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